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資
本
主
義
や
市
場
原
理
が
優
れ
た
仕
組
み
で

あ
る
こ
と
は
論
を
俟
た
な
い
が
、
昨
今
、
こ
れ

ら
の
行
き
過
ぎ
に
よ
り
、
多
く
の
弊
害
も
も
た

ら
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
一
つ
が
生
態
系
の
崩
壊

で
あ
り
、
気
候
変
動
問
題
で
あ
る
。
経
団
連
が

掲
げ
る
「
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
資
本
主
義
」
の

大
前
提
で
あ
る
、
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
地
球
環

境
の
存
続
す
ら
危
ぶ
ま
れ
る
状
況
に
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
２
０
２
１
年
６
月
に
私
が
会
長
に

就
任
し
た
直
後
か
ら
、
経
団
連
で
は
、
２
０
５

０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル（
Ｃ
Ｎ
）に
向
け

た
経
済
社
会
の
根
底
か
ら
の
変
革
で
あ
る
グ
リ

ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｇ
Ｘ
）に

関
す
る
検
討
を
集
中
的
に
進
め
て
き
た
。

　

そ
の
検
討
の
成
果
と
し
て
、今
般
、提
言
「
グ

リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｇ
Ｘ
）

に
向
け
て
」
を
取
り
ま
と
め
た
。
本
稿
で
は
、

私
が
提
言
に
込
め
た
思
い
も
含
め
、
そ
の
エ
ッ

セ
ン
ス
を
紹
介
し
た
い
。

国
民
理
解
醸
成
の
必
要
性

　

産
業
革
命
以
降
、
大
気
中
の
Ｃ
Ｏ
２
濃
度
は

急
激
な
上
昇
が
続
い
て
お
り
、
足
元
で
４
０
０

ｐ
ｐ
ｍ
を
超
え
て
い
る（
図
表
１
）。ま
さ
に「
地

球
が
悲
鳴
を
上
げ
て
い
る
」
状
況
で
あ
り
、
早

急
に
実
効
あ
る
対
策
を
講
じ
な
け
れ
ば
、
さ
ら

な
る
上
昇
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
く
な
る
「
テ

ィ
ッ
ピ
ン
グ
・
ポ
イ
ン
ト
」
を
超
え
る
可
能
性

が
高
ま
っ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
中
、
我
が
国
は
、
２
０
５
０
年
Ｃ

Ｎ
と
、
２
０
３
０
年
度
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

量
46
％
削
減
に
国
際
的
に
コ
ミ
ッ
ト
し
て
い
る
。

し
か
し
、
そ
の
た
め
の
国
家
戦
略
は
未
だ
描
か

れ
て
い
な
い
。
２
０
３
０
年
ま
で
は
あ
と
８
年

足
ら
ず
で
あ
り
、
２
０
５
０
年
も
す
ぐ
先
で
あ

る
。
豊
か
な
地
球
環
境
を
次
世
代
に
残
し
て
い

く
た
め
の
時
間
的
猶
予
は
な
い
。

　

今
こ
そ
、
国
を
挙
げ
て
Ｇ
Ｘ
に
取
り
組
ま
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
Ｇ
Ｘ
を
我
が
国
の
成
長
戦

略
の
柱
と
位
置
付
け
、
投
資
拡
大
を
通
じ
た
持

続
可
能
な
成
長
へ
と
つ
な
げ
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
一
方
で
、
Ｇ
Ｘ
は
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー

シ
ョ
ン
の
名
の
通
り
、
あ
ら
ゆ
る
主
体
に
行
動

変
容
を
迫
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
過
程
に
お
い

グリーントランスフォーメーション
に向けて

会 長 　 十
と
倉
くら
雅
まさ
和
かず

て
は
大
き
な
社
会
変
革
を
伴
う
。
個
々
の
国
民

や
企
業
は
大
き
な
変
化
に
さ
ら
さ
れ
、
特
に
、

産
業
構
造
転
換
の
影
響
を
受
け
る
労
働
者
へ
の

影
響
は
甚
大
で
あ
る
。
ま
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資

源
に
乏
し
く
、
地
理
的
制
約
の
あ
る
我
が
国
に

お
い
て
、
電
力
コ
ス
ト
の
上
昇
と
い
っ
た
追
加

の
国
民
負
担
が
生
じ
る
可
能
性
も
高
い
。
Ｇ
Ｘ

を
進
め
る
た
め
に
は
、
こ
う
し
た
「
不
都
合
な

真
実
」
も
含
め
て
、
国
民
理
解
の
醸
成
が
必
須

で
あ
る
。

　

し
か
し
、
現
状
、
気
候
変
動
問
題
に
対
す
る

日
本
人
の
意
識
は
必
ず
し
も
高
く
な
い
こ
と
を

示
唆
す
る
デ
ー
タ
も
存
在
す
る
。
米
国
の
シ
ン

ク
タ
ン
ク
で
あ
る
ピ
ュ
ー
・
リ
サ
ー
チ
・
セ
ン

タ
ー
の
意
識
調
査
に
よ
れ
ば
、
欧
米
等
の
国
々

と
比
較
し
て
、
日
本
人
は
、
気
候
変
動
の
影
響

を
軽
減
す
る
た
め
自
身
の
生
活
を
変
え
る
こ
と

に
は
消
極
的
と
の
結
果
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
こ
で
、
政
府
は
、
国
民
の
理
解
を
得
る
べ

く
、
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
を
目
指
す
こ
と
の
意
義
、

目
指
す
べ
き
経
済
社
会
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
の

将
来
像
等
に
つ
い
て
、
ス
ト
ー
リ
ー
性
の
あ
る

分
か
り
や
す
い
説
明
を
尽
く
す
べ
き
で
あ
る
。

そ
の
際
、
Ｃ
Ｎ
へ
の
移
行
の
過
程
で
生
じ
る
コ

ス
ト
を
社
会
全
体
で
ど
の
よ
う
に
負
担
し
て
い

く
の
か
に
つ
い
て
、
正
面
か
ら
国
民
的
な
議
論

を
喚
起
す
べ
き
で
あ
る
。

380ppm

360ppm

340ppm

320ppm

300ppm

280ppm

400ppm

1723年 1750年 1800年 1850年 1900年 1950年 2018年

Point of no return

産業革命以降

280ppm

450ppm
Tipping point

（出所）NOAA/ESRL Global Monitoring Divisionのデータから作成

大気中のCO2濃度

図表1  大気中のCO2濃度

図表2  2050年カーボンニュートラルへの道筋

再エネ
2,358
12%

化石燃料
16,458
85%

原子力
537
3%

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
量

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

ロス
（発電等）

電力

熱源

材料

電力

熱源

材料

⑦ネガティブエミッション（森林吸収源対策、DACCS、BECCS）

①ゼロエミッション電源の確保
▶再エネの主力電源化
▶原子力利用の積極的推進
▶脱炭素火力（水素・アンモニア）の実現

② 電化の推進

③ 次世代電力ネットワークの実現

④ 熱源へのカーボンフリー水素・
　 アンモニア・合成メタンの導入

⑥ 材料におけるカーボンリサイクル、
　 ケミカルリサイクルの推進

（注）数字の単位はPJ（ペタジュール）
（出所）資源エネルギー庁「我が国のエネルギーバランス・フロー概要（2019年度）」から作成

⑤
生
産
プ
ロ
セ
ス
の
変
革
、革
新
的
製
品・

　サ
ー
ビ
ス
の
開
発・普
及

p38-43_月刊経団連7月号_GX提言.indd   38-39 2022/06/21   12:05



41 402022・7 2022・7

ョ
ン
）に
向
け
た
対
応
も
求
め
ら
れ
る
。そ
こ
で
、

燃
料
転
換
も
含
め
た
Ｂ
Ａ
Ｔ（Best A

vailable 
T

echnologies

：
経
済
的
に
利
用
可
能
な
最

善
の
技
術
）
の
最
大
限
の
導
入
と
い
っ
た
、
現

時
点
で
取
り
得
る
、
あ
ら
ゆ
る
手
段
を
総
動
員

し
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
最
大
限
の
削
減

に
取
り
組
ん
で
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

第
３
に
、
投
資
の
促
進
で
あ
る
。
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
と
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
を
進
め
る
た
め
に

は
、
官
民
の
投
資
を
最
大
限
引
き
出
す
必
要
が

あ
る
。
と
り
わ
け
、
民
間
投
資
を
後
押
し
す
る

た
め
の
環
境
整
備
が
必
須
と
な
る
。

　

第
４
に
、
産
業
競
争
力
強
化
で
あ
る
。
Ｇ
Ｘ

は
成
長
戦
略
で
あ
り
、
我
が
国
企
業
が
国
際
競

争
を
勝
ち
抜
く
べ
く
、
産
業
競
争
力
の
維
持
・

強
化
に
資
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
主
要

な
諸
外
国
・
地
域
が
グ
リ
ー
ン
成
長
を
国
家
戦

略
の
柱
と
位
置
付
け
る
中
、
現
状
に
手
を
こ
ま

ね
い
て
い
れ
ば
、
産
業
競
争
力
を
喪
失
し
、
国

際
競
争
に
大
き
く
劣
後
す
る
こ
と
に
な
り
か
ね

な
い
。

「
Ｇ
Ｘ
政
策
パッ
ケ
ー
ジ
」の 

策
定
と
実
行

　

こ
れ
ら
の
視
点
を
踏
ま
え
、
政
府
は
、
官
民

の
投
資
を
最
大
限
引
き
出
し
、
産
業
の
国
際
競

争
力
を
維
持
・
強
化
す
べ
く
、
国
家
の
グ
ラ
ン

ド
デ
ザ
イ
ン
と
し
て
、「
Ｇ
Ｘ
政
策
パ
ッ
ケ
ー

ジ
」
を
早
急
に
策
定
・
実
行
す
べ
き
と
考
え
る

（
図
表
３
）。

　

同
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
お
い
て
、
何
よ
り
も
ま
ず

取
り
組
む
べ
き
は
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
明
示
と

司
令
塔
機
能
の
確
立
で
あ
る
。

　

企
業
に
よ
る
Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
積
極
的
な
投
資

を
促
進
し
て
い
く
た
め
に
は
、
２
０
５
０
年
Ｃ

Ｎ
に
向
け
た
中
長
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
気
候
変

動
政
策
に
関
す
る
動
向
や
、
投
資
回
収
に
関
す

る
予
見
可
能
性
の
確
保
が
不
可
欠
で
あ
る
。
そ

こ
で
政
府
は
、
２
０
５
０
年
に
向
け
て
社
会
実

装
が
必
要
と
な
る
技
術
、
投
資
額
、
政
策
に
関

し
て
、
時
間
軸
を
付
し
た
実
効
あ
る
ロ
ー
ド
マ

ッ
プ
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

併
せ
て
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
策
定
・
実
行
の

司
令
塔
機
能
を
担
う
、
省
庁
横
断
的
な
「
Ｇ
Ｘ

実
現
会
議
」（
仮
称
）
を
創
設
す
べ
き
で
あ
る
。

こ
の
会
議
体
の
メ
ン
バ
ー
は
、
内
閣
総
理
大
臣

を
議
長
と
し
、
関
係
省
庁
の
長
の
ほ
か
、
産
業

界
や
学
術
界
の
有
識
者
を
加
え
る
こ
と
で
、
多

様
な
立
場
の
視
点
・
知
見
を
結
集
さ
せ
る
必
要

が
あ
る
。
会
議
に
お
い
て
は
、
Ｇ
Ｘ
に
向
け
た

効
率
的
な
資
源
配
分
や
、
社
会
全
体
で
の
コ
ス

ト
負
担
の
在
り
方
、
そ
し
て
他
の
重
要
政
策
と

の
連
携
等
に
つ
い
て
も
集
中
的
な
議
論
を
行
い
、

具
体
的
な
方
向
性
を
見
い
だ
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。

　

そ
の
う
え
で
、
次
の
８
つ
の
施
策
を
着
実
に

実
行
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

① 

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
の
転
換

　

２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
の
実
現
に
向
け
て
は
、
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
の
大
宗
を
占
め
る
エ
ネ
ル
ギ

ー
分
野
に
お
け
る
抜
本
的
な
構
造
転
換
が
不
可

欠
で
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
国
民
生
活
・
事
業

活
動
の
基
盤
で
あ
り
、
特
に
、
国
際
競
争
に
さ

ら
さ
れ
る
企
業
に
と
っ
て
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
の
道
筋
が
産
業
競
争
力
に
直
結
す
る
。

　

２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
を
目
指
す
中
に
あ
っ
て
も
、

グリーントランスフォーメーションに向けて

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
要
諦
で
あ
る
Ｓ
＋
３
Ｅ

（
安
全
性〈Safety

〉＋
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
・

安
定
供
給
〈Energy Security

〉、
経
済
効
率

性
〈Econom

ic Effi
ciency

〉、
環
境
適
合
性

〈Environm
ent

〉）
を
大
前
提
に
据
え
つ
つ
、

電
源
の
脱
炭
素
化
や
、
電
力
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

次
世
代
化
、
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
・
合
成
燃
料

等
に
よ
る
熱
・
燃
料
の
脱
炭
素
化
を
着
実
に
進

め
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。

② 

原
子
力
利
用
の
積
極
的
推
進

　

特
に
原
子
力
は
、
３
Ｅ
の
バ
ラ
ン
ス
に
優
れ

図表3  「GX政策パッケージ」の全体像

技術の社会実装・政策の
ロードマップの明示と司令塔の確立

エネルギー
供給構造の転換
（エネルギーミックス
の実現と電力システム
の次世代化）

グリーン
ディール

産業構造の
変化への
対応

原子力利用の
積極的推進

攻めの
経済外交戦略

電化の推進・
エネルギー需要側
を中心とした

革新的技術の開発

サステナブル
ファイナンス

カーボン
プライシング

2050年
GX実現

２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
に
向
け
た

「
７
つ
の
道
筋
」と「
４
つ
の
視
点
」

　

２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
の
実
現
に
は
、「
７
つ
の

道
筋
」
と
し
て
①
再
エ
ネ
や
原
子
力
と
い
っ
た

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
の
確
保
、
②
電
化
の

推
進
、
③
次
世
代
電
力
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
実
現
、

④
水
素
・
ア
ン
モ
ニ
ア
・
合
成
メ
タ
ン
に
よ
る

熱
源
の
脱
炭
素
化
、
⑤
生
産
プ
ロ
セ
ス
の
変
革

や
革
新
的
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
・
普
及
、

⑥
カ
ー
ボ
ン
リ
サ
イ
ク
ル
・
ケ
ミ
カ
ル
リ
サ
イ

ク
ル
、
⑦
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
取
り

組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
図
表
２
）。

　

そ
の
際
、
次
の
「
４
つ
の
視
点
」
を
踏
ま
え

る
必
要
が
あ
る
。
第
１
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で

あ
る
。
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
の
実
現
は
、
既
存
の

取
り
組
み
の
延
長
で
は
困
難
で
あ
り
、
現
時
点

で
は
存
在
し
な
い
革
新
的
な
技
術
の
開
発
と
社

会
実
装
、
す
な
わ
ち
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
不
可

欠
で
あ
る
。
Ｃ
Ｎ
に
不
可
欠
と
な
る
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
開
発
か
ら
社
会
実
装
に
は
、
合
計
で

20
年
程
度
を
要
す
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
２
０

５
０
年
か
ら
逆
算
す
る
と
、
残
さ
れ
た
時
間
的

猶
予
は
な
い
。

　

第
２
に
、
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
で
あ
る
。
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
は
一
朝
一
夕
に
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
、
Ｃ
Ｎ
へ
の
円
滑
な
移
行
（
ト
ラ
ン
ジ
シ

る
脱
炭
素
電
源
で
あ
り
、
２
０
３
０
年
度
46
％

削
減
は
も
と
よ
り
、
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
を
実
現

す
る
た
め
に
不
可
欠
な
技
術
で
あ
る
。
政
府
は
、

安
全
性
を
大
前
提
に
、
原
子
力
を
積
極
的
に
活

用
し
て
い
く
方
針
を
明
確
化
す
べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、
全
て
の
原
子
力
発
電
所
の
運
転
期
間

を
、
現
状
の
40
年
か
ら
60
年
に
延
長
し
た
と
し

て
も
、
2
0
4
0
年
代
以
降
、
原
子
力
発
電
所

の
設
備
容
量
は
著
し
く
縮
小
す
る
見
込
み
で
あ

る（
図
表
４
）。
２
０
５
０
年
に
向
け
て
原
子
力

を
継
続
的
に
活
用
し
て
い
く
た
め
、
運
転
期
間

の
60
年
超
へ
の
延
長
の
検
討
は
も
と
よ
り
、
革

新
炉
（
革
新
軽
水
炉
、
高
速
炉
、
Ｓ
Ｍ
Ｒ
、
高

温
ガ
ス
炉
等
）を
念
頭
に
置
い
た
リ
プ
レ
ー
ス
・

新
増
設
の
方
針
の
明
示
、
核
融
合
に
関
す
る
研

究
開
発
の
強
化
な
ど
も
必
要
で
あ
る
。

③ 

電
化
の
推
進
・エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
側
を 

　 

中
心
と
し
た
革
新
的
技
術
の
開
発

　

こ
う
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造
の
転
換
と

併
せ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
側
に
お
け
る
対
応

も
求
め
ら
れ
る
。

　

具
体
的
に
は
、
第
１
に
省
エ
ネ
と
電
化
の
推

進
で
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
一
層
の
改
善

を
進
め
つ
つ
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
等
、
既
に
コ
ス
ト

競
争
力
を
獲
得
し
て
い
る
電
化
製
品
の
普
及
を

促
す
こ
と
で
、
家
庭
や
オ
フ
ィ
ス
等
の
電
化
を

加
速
し
、
電
化
率
の
向
上
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
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グリーントランスフォーメーションに向けて

が
今
後
の
成
長
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
る
こ
と

や
、
欧
州
諸
国
を
中
心
に
い
わ
ゆ
る
「
グ
リ
ー

ン
国
債
」
の
発
行
が
始
ま
っ
て
い
る
こ
と
な
ど

に
鑑
み
れ
ば
、
そ
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
Ｃ
Ｎ

に
向
け
た
技
術
開
発
・
社
会
実
装
に
使
途
を
限

定
し
た
国
債
「
Ｇ
Ｘ
ボ
ン
ド
」
の
発
行
を
検
討

す
べ
き
で
あ
る
。

⑤
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル・フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

　

Ｃ
Ｎ
に
必
要
と
な
る
莫
大
な
資
金
需
要
に
対

し
、
国
内
外
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
資
金
を
取
り
込
む
視
点

も
欠
か
せ
な
い
。

　

政
府
は
、
Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ

ン
を
示
す
と
と
も
に
、
国
際
ル
ー
ル
と
整
合
す

る
形
で
、
情
報
開
示
や
評
価
に
関
す
る
基
盤
整

備
を
進
め
、
市
場
機
能
を
強
化
し
て
い
か
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
特
に
、
金
融
面
か
ら
Ｃ
Ｎ
へ

の
着
実
な
移
行
を
促
す
た
め
に
は
、
ト
ラ
ン
ジ

シ
ョ
ン
の
視
点
が
不
可
欠
と
な
る
。
ト
ラ
ン
ジ

シ
ョ
ン
の
主
流
化
に
向
け
、
米
国
や
ア
ジ
ア
な

ど
と
連
携
し
つ
つ
、
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
・
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
を
巡
る
国
際
的
な
基
準
作
り
・
ル
ー
ル

形
成
等
に
お
い
て
主
導
権
を
発
揮
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
。

⑥
産
業
構
造
の
変
化
へ
の
対
応

　

Ｃ
Ｎ
を
目
指
し
て
い
く
中
で
は
、
既
存
の
Ｃ

Ｏ
２
多
排
出
事
業
は
転
換
を
迫
ら
れ
る
一
方
、

　

第
２
に
、
水
素
還
元
製
鉄
や
、
ケ
ミ
カ
ル
リ

サ
イ
ク
ル
技
術
、
自
動
車
の
電
動
化
、
建
物
・

住
宅
の
Ｚ
Ｅ
Ｂ
／
Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
／
ハ
ウ
ス
）
化
と
い
っ
た
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
側
に
お
け
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
加
速
で
あ
る
。

　

第
３
に
、
製
品
の
製
造
段
階
の
み
な
ら
ず
、

原
料
調
達
か
ら
生
産
、
使
用
、
廃
棄
、
リ
サ
イ

ク
ル
と
い
っ
た
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
全
体
を
通
じ

た
排
出
削
減
の
後
押
し
も
欠
か
せ
な
い
。

④
グ
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ル

　

Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
投
資
の
実
現
に
は
、「
グ
リ

ー
ン
デ
ィ
ー
ル
」
政
策
の
推
進
も
必
要
で
あ
る
。

Ｉ
Ｅ
Ａ（
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
）の
分
析
に
よ

れ
ば
、
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
に
必
要
と
な
る
年
間

投
資
額
は
、
世
界
全
体
で
約
４
兆
ド
ル
と
さ
れ

て
い
る
。
こ
れ
を
、
世
界
に
占
め
る
日
本
の
Ｃ

Ｏ
２
排
出
割
合（
約
３
％
）に
割
り
戻
す
と
、
２

０
５
０
年
ま
で
に
日
本
で
必
要
と
な
る
累
計
投

資
額
は
４
０
０
兆
円
程
度
（
年
間
約
14
・
2
兆

円
）
と
な
る
。
こ
の
規
模
の
投
資
を
官
民
で
実

現
し
、
産
業
競
争
力
強
化
と
持
続
的
成
長
へ
と

つ
な
げ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

欧
米
等
の
事
例
を
踏
ま
え
れ
ば
、
民
間
の
継

続
的
な
投
資
を
促
す
た
め
、
政
府
は
、
年
平
均

で
約
２
兆
円
程
度
の
中
長
期
の
財
政
支
出
に
コ

ミ
ッ
ト
す
べ
き
で
あ
る
。
Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
投
資

Ｃ
Ｎ
に
大
き
な
役
割
を
果
た
す
新
事
業
が
生
ま

れ
、
新
た
な
雇
用
機
会
が
創
出
さ
れ
る
。
Ｇ
Ｘ

へ
の
挑
戦
を
新
た
な
成
長
に
つ
な
げ
る
べ
く
、

社
内
・
社
外
に
お
け
る
新
事
業
へ
の
転
換
や
労

働
移
動
を
円
滑
に
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

政
府
は
、
円
滑
な
事
業
転
換
等
に
向
け
た
時

限
的
な
立
法
措
置
や
、
国
内
の
複
数
企
業
に
よ

る
産
業
構
造
転
換
に
向
け
た
連
携
や
企
業
・
組

織
再
編
を
促
す
環
境
整
備
等
を
検
討
し
て
い
く

べ
き
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
円
滑
な
労
働
移
動
の
推
進
に
向
け

て
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
や
リ
ス
キ
リ
ン
グ
の
充

実
・
強
化
、
産
学
連
携
に
よ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

開
発
・
提
供
、
国
・
自
治
体
等
に
よ
る
積
極
的

な
支
援
等
を
進
め
て
い
く
こ
と
も
求
め
ら
れ
る
。

⑦
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ

　

Ｇ
Ｘ
を
目
指
す
う
え
で
は
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ

イ
シ
ン
グ
に
関
す
る
議
論
も
必
要
で
あ
る
。

　

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
は
、
炭
素
排
出
に

価
格
を
付
け
る
こ
と
で
、
削
減
手
段
を
特
定
す

る
こ
と
な
く
、
経
済
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
よ

っ
て
、
民
間
活
力
を
活
か
し
な
が
ら
排
出
主
体

の
削
減
を
促
し
て
い
く
政
策
手
法
で
あ
る
。
抜

本
的
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
る
制
度
設

計
を
行
い
、
産
業
競
争
力
へ
の
影
響
を
検
証
し

た
う
え
で
、
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
導
入
す
る

こ
と
が
で
き
れ
ば
、
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｎ
を
実
現

す
る
手
段
と
な
り
得
る
。
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ

ン
グ
に
は
様
々
な
類
型
が
存
在
す
る
中
、
成
長

に
資
す
る
仕
組
み
を
導
入
し
て
い
く
べ
き
と
考

え
る
。

　

現
在
、
各
業
界
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に
向
け
た
自

主
的
な
取
り
組
み
「
経
団
連
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
行
動
計
画
」
や
、
政
府
が
新
た
に
立
ち

上
げ
る
「
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ
」
と
い
っ
た
枠
組
み
が

存
在
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
を
積
極
的
に
推
進
し

て
い
く
必
要
が
あ
る
。
同
時
に
、
野
心
的
な
政

府
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
は
、
多
く
の
事
項

に
つ
い
て
き
め
細
か
な
配
慮
が
必
要
と
な
る

「
キ
ャ
ッ
プ
＆
ト
レ
ー
ド
型
の
排
出
量
取
引
制

度
」
に
つ
い
て
も
、
今
か
ら
検
討
を
開
始
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
際
、
Ｇ
Ｘ
リ
ー
グ

を
排
出
量
取
引
制
度
に
発
展
さ
せ
る
こ
と
が
可

能
か
を
検
討
す
る
こ
と
が
、
現
実
的
か
つ
効
率

的
で
あ
る
。

　

な
お
、
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
一
つ
で

あ
る
炭
素
税
に
つ
い
て
は
、
着
実
な
削
減
が
担

保
さ
れ
な
い
こ
と
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
が
割
高

な
水
準
に
あ
る
中
で
の
税
負
担
が
国
際
競
争
力

を
損
な
う
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
れ
ば
、
慎
重
な

議
論
が
必
要
で
あ
る
。

⑧
攻
め
の
経
済
外
交
戦
略

　

我
が
国
と
し
て
地
球
規
模
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
へ
貢
献
す
る
と
同
時
に
、
海
外
の

旺
盛
な
グ
リ
ー
ン
需
要
を
取
り
込
み
、
成
長
に

つ
な
げ
て
い
く
施
策
の
展
開
も
必
要
と
な
る
。

　

そ
こ
で
、岸
田
文
雄
首
相
が
提
唱
さ
れ
た「
ア

ジ
ア
・
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
共
同
体
」
の
形
成

に
向
け
た
、
ア
ジ
ア
諸
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ト

ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
へ
の
支
援
を
は
じ
め
、
水
素
・

ア
ン
モ
ニ
ア
、
レ
ア
ア
ー
ス
等
の
Ｃ
Ｎ
実
現
に

不
可
欠
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
確
保
に
関
す
る

資
源
外
交
、
Ｅ
Ｕ
が
導
入
予
定
の
炭
素
国
境
調

整
措
置（
Ｃ
Ｂ
Ａ
Ｍ
）へ
の
適
切
な
対
応
な
ど
が

求
め
ら
れ
る
。

終
わ
り
に

　

こ
れ
ら
の
Ｇ
Ｘ
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
実
行
に

よ
り
、
我
が
国
経
済
の
年
平
均
実
質
成
長
率
は

2
・
1
％
に
上
昇
し
、
２
０
５
０
年
度
の
実
質

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
１
０
０
０
兆
円
を
超
え
る
と
の
試
算

が
得
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
将
来
を
念
頭
に
、

国
全
体
で
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
を
共
有
し
、
Ｇ

Ｘ
に
向
け
、
あ
ら
ゆ
る
主
体
が
協
働
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

　

経
団
連
は
、
社
会
性
の
視
座
を
持
ち
、
科
学

的
、
論
理
的
、
定
量
的
に
、
我
が
国
の
置
か
れ

て
い
る
状
況
に
つ
い
て
説
明
す
る
な
ど
、
今
後

も
積
極
的
な
情
報
発
信
や
政
策
提
言
を
行
い
、

国
民
的
議
論
を
喚
起
し
て
い
く
。

　

経
団
連
は
、
Ｇ
Ｘ
に
向
け
た
先
駆
的
な
役
割

を
果
た
し
て
い
く
覚
悟
で
あ
る
。

2030年 2050年 2060年
4000

3000

2000

1000

0

（万kW）

（出所）日本原子力産業協会・資源エネルギー庁資料から作成

※2030年において、原子力比率20％を達成
するために必要な基数（27基）は、資源エネル
ギー庁資料より。
※2050年において、原子力比率10％/20％
を達成するために必要な基数（20基/40基）
は、60年運転の場合に稼働しているプラント
（23基）の平均設備容量を踏まえて算出。

996

原子力比率
20％

（約40基分）

８基 60年運転40年運転

60年運転

20
22
20
24
20
26
20
28
20
30
20
32
20
34
20
36
20
38
20
40
20
42
20
44
20
46
20
48
20
50
20
52
20
54
20
56
20
58
20
60
20
62
20
64
20
66
20
68
20
70
20
72
20
74
20
76
20
78
20
80
20
82
20
8420
86
20
88
20
90

23基

足元の稼働状況

2050年に向けて、運転期間60
年への延長・60年の法定運転
年限の延長等を進める必要。

原子力比率
10 ％

（約20基分）2030年度に向け
て、円滑に再稼働
を進める必要。

原子力比率
20％

（約27基分）

40年運転

図表4　原子力発電の設備容量の見通し
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